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地方独立行政法人静岡市立静岡病院設立にあたって ‥‥P1

 静岡市長　田辺　信宏
市長あいさつ

 静岡市保健福祉長寿局　保健衛生医療部長
　塩澤　方敏

静岡市の医療行政について ‥‥P4

 地方独立行政法人静岡市立静岡病院　理事長・病院長
　宮下　正



　静岡市立静岡病院は、本年 4 月 1 日をもって、地方独立行政法人 静岡市立静岡病院として
あらたに出発しました。独法化にあたってのわたしたちの信念は、病院を進化させるのは
“ひと” だ、ということであります。独法化に際して、建物が変わる、外観が変わるといった
新奇さはありませんが、変わるべきは “ひと” だ、そして “ひと” こそ、組織に、社会に変革を
もたらすものだと信じております。これは、わたしたち医療に携わる者の決意を表明したもの
ではありますが、今後の激動の時代にあっては、変革を迫られているのは、社会を生きる
すべての人々ということができるかと思います。
　大きな政治体制の変化や戦乱といった過去の事象とはまったく異なって、一見ひそやかに
みえながら、じつは、これまでだれも経験したことのない、少子高齢化、人口減少といった
国家レベルの大きな社会変化が、わたしたちをすぐそこに待ち受けています。この変化と
無縁でいることは何人たりともおそらく不可能でしょう。とくに、医療をはじめとする社会
基盤のあり方は、望むと望まざるとにかかわらず、大きな改変を余儀なくされます。

　静岡市民｢からだ｣の学校は、病気や、医療、健康に関する話題を、静岡市民のみなさまと
ともに考え、学ぶ目的で、平成 26 年 7 月に開校しました。静岡市立静岡病院の地方独立
行政法人移行にあたり、今後の激動する社会と医療の仕組みのあり方を、大きな視点から、
みなさまとともに考えたいという思いから、今回のテーマを選びました。この目的のために、
特別講演にお招きしたのは、政策研究大学院大学教授（医療政策コース）島崎謙治先生です。
島崎先生は、人口動態・人口統計学にもとづく社会学的分析、国民保険制度、医療政策、地
域政策など、多くの分野に精通され、かつそれらを融合して幅広く研究・提言をされている、
この分野の第一人者です。本日の公開講座のねらいは、島崎先生のお話を聞くことにより、
わたしたち自身が、まずは、この国の人口構造からみた予想図をしっかり認識することです。
それができれば、今日の静岡市民｢からだ｣の学校の目的は、なかば達せられるといっても
過言ではありません。さらに、ここを出発点として、わたしたちが、自らの考えを深化させ、
議論を進め、そして実現可能な調和点を見出す、という次の段階に歩を進めることができれば
幸いであると考えております。

（平成 28 年 4 月 24 日）

地方独立行政法人設立記念
公開講座　静岡市民｢からだ｣の学校（第 5 回）
『少子高齢化、激動の時代を生きる智恵をもとめて』
 開催にあたって

 地方独立行政法人静岡市立静岡病院理事長・病院長
医療がつなぐ「ひと」と「地域」の交流センター長

　宮下　正
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静岡市の医療行政について

 静岡市保健福祉長寿局　保健衛生医療部長
塩澤　方敏

１．本市の現状

　　（１）医療提供体制について　

　　（２）高齢化の進展

２．医療計画

　　　　・地域医療構想

　　　　・必要病床数

　　　　・在宅医療等の必要数

３．本市の取組

　　　　・課題と対策

４．地域包括ケアシステム
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　政策は未来に向けた選択であるが、未来の条件は現在と同じではない。日本は未曽有の
超高齢・人口減少社会を迎える。日本の人口減少は加速し、2040 年以降は毎年 100 万人
以上減少する。総人口の減少以上に深刻なのは人口構成の変化である。高齢者数は 2040 年頃
まで増加する一方、生産年齢人口や年少人口が激減する。超高齢化や人口減少は経済成長
にマイナスの影響を及ぼす。生産年齢人口の減少に伴い、財政制約と並んで医療・介護の
人的資源制約も大きな問題となる。そうしたなかで、医療・介護の「生産性」をいかに
高めるかが重要な課題となる。
　「2025 年問題」といわれることがあるが、医療提供体制の改革は着手から完成するまで
10 年程度かかる。したがって、残された時間はほとんどない。また、2018 年度は、次期
医療計画の策定、医療費適正化計画、国民健康保険の改正（ポイントは都道府県が財政責任
を担う）の施行、診療報酬と介護報酬の同時改定等の「結節点」となっており、この数年
が正念場である。
　医療の高度化の要請に対応するためには「医療密度」を高める必要があり、医療機能の
分化・集約化は必須である。また、超高齢社会では「治す医療」だけではなく「生活を
支える医療」も必要になる。そのためには、狭義の医療だけでなく、保健・介護・福祉・就労、
さらには「まちづくり」まで視野に入れた総合的な取組みが必要となる。
　「医療は医学の社会的適用である」という言葉があるが、適用すべき社会経済が一変
すれば、医学や医療のあり方そのものの見直しが迫られる。医療関係者や行政関係者には
是非そういう認識をもっていただきたい。また、制度は「お上」から与えられるものでは
なく、日々「創る」ものである。住民も他人任せではなく自らの問題として医療の問題に
向き合うことが求められる。

人口構造の変容と医療政策の課題

1978年東京大学教養学部卒業、厚生省（当時）入省。千葉大学法経学部助教授、
厚生労働省保険局保険課長、国立社会保障・人口問題研究所副所長、東京大学
大学院法学政治学研究科客員教授等を経て、2007 年から現職。博士 ( 商学 )。
社会保障審議会専門委員。長野県立病院機構理事。主な著作として、『日本の
医療―制度と政策』（東京大学出版会、 2011 年）、『医療政策を問いなおす―
国民皆保険の将来』（筑摩書房〔ちくま新書〕、2015 年）などがある。

特別講演

 政策研究大学院大学教授　島崎　謙治 氏
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Lynn and Adamson : Living Well at the End 
of Life, WP-137, Rand Corporation, 2003.
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今後の
開催予定

2016 年 10 月 22 日  土   14 : 00 ～ 16 : 30

第　 回　静岡市民「からだ」の学校
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